












































































































































































































































































































































































































イギリス 完全所有分離 独立会社 強
スウェーデン 〃 〃 〃
ノルウェー 〃 〃 〃
オランダ 〃 〃 〃
フランス 会計分離 別会社（資本関係有り） 弱
ドイツ 〃 〃 〃
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ウェイト付け総額の和の最大化に置く。それは，

















　ここでベルトラン競争がなされれば，最終財の価格はP = c + aとなる（K = 0
が要求されるため）。したがって，一括移転が円滑になされれば，a = qを設定
することで，最善解P = c + qが得られる。TをFと等しい額に決定することで，
同時に独占企業Mの収支均衡も維持される。一括移転がなされない場合には，
アクセス財の平均費用価格設定が，収支均衡のための次善解ということにな










力性需要曲線（Q(p) = 1/P，e = 1，一般的な定常弾力性需要関数 P = Q −eの e
が１のケース）を用いれば，このことは簡単な式で示すことができる。もし下
流市場が完全競争市場ならば，P = c + qで配分効率の最大化が達成されるが，
不完全競争市場ではP > a + qとなり，したがって a < qが最適ということにな
る。だが，一定の企業数が与えられている場合，そこでの産業利潤は規制政策





金を限界費用で設定するのが最適であり（a = q），これは最終財価格 P =










分野における生産の単位費用を cm，そこでの固定費用をゼロ（K = 0）と仮定
しよう。規制当局は独占企業Mの cm は知っているが，ライバル企業の費用は
85






− cm で表現できる。ここではライバル企業は ci < cm であるときに














− cm − q）の利潤を得ていたはずである。この機会費用をアクセ
































性が一定の定常弾力性需要関数Q = 1/P（弾力性１）を仮定すると，企業数 n
は厳密に aの減少関数になる。一括所得移転を利用できれば，独占企業はアク
セス料金を a = q − k2 (q + c) に設定するのが最適となる。そして，これは最終




を有しているからである。線形の需要関数，P = 1 − Qを採用したときは，垂
直分離の下でもアクセス料金 aが上昇すると企業数は減少することを見たが，
垂直統合の下でこの傾向は一段と強まる。ここでは，アクセス財の料金は a =
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が，他面それは生産効率および分配上の効率に厚生ロスをもたらす可能性があ
る。したがって，ある程度配分効率を犠牲にした価格設定が適当であることに



































先の線形需要関数のケース（Q = 1 − P）でアクセス料金の最適規制がなされ














log (1 + k) − log (1 − k) > 0だけ，経済厚生が大きいことになる（積分で求めた消
費者余剰の比較結果。なお，アームストロングらの原文によれば，log (1 + k) −
89
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る一定の単位費用 c(≥ 0) を有し，ネットワークとの接続には，いずれも非差別
のアクセス料金 a(≥ 0) を支払わなければならない。上流企業のネットワーク運
営の限界費用を cN とする。したがって，ネットワークの運営事業は，採算上，
a ≥ cN でなければならない。また，その運営には固定費用 Fが発生する。
Ａ．下流市場のクールノー・ゲーム
　下流の２企業は，同質財の販売でクールノー競争を展開しており，その販売
量は q = (qI, qC) ≥ 0である。下流市場の逆需要関数は p(q, q) で与えられる。い






= 0，C′(q) ≥ 0，C″(q) ≥ 0の関係にある。アクセス料金aは非差別であるが，ネッ
トサービス供給者は，下流の相手企業の費用を引き上げるようなサボタージュ
に従事し，それにより競争相手の単位可変費用を s ≥ 0だけ引き上げることが
91























ステージ２： 既存の下流事業者 I と競争相手 Cは，下流市場で生産量を
めぐって競争する。
　表２－１は，アンバンドリングの異なる度合いに応じた企業の目的関数と決













ΠI (q, q) = (p (q, q) − c − a)qI （３）
であるのに対し，企業Cの利潤関数は




















q s qI qC
産業組織的な視点 ΠN ΠN ΠI ΠC
目的関数的な視点 ΠN + ΠI ΠN + ΠI ΠI ΠC
出典：Nikos Ebel, “The Regulation and liberalization of Network-Based Industries”.
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∂ΠI (q, q)/∂qI = ∂p (q, q)/∂qI ⋅ qI + (p (q, q) − c − a) = 0 （５）




qI∗(q, s)，qC∗ (q, s) が存在する。これは上の２つの式を解くことで得られる。し
たがって，下流企業の均衡解は，２社の生産量を集計した総生産量は q∗(q, s)，



















































ば，p(q, q) =m + aq − bq といった線形需要関数（qの変化に対応して需要が平









ΠN∗ (q, s) = (a − cN) q∗ − F − C(q) − C∼ (s) （７）
となり，その利潤は売上収入から固定費用と投資費用を控除したものとなる。
この利潤関数は，所有分離のときの下流市場の価格から独立している。これに
対し，法的分離の場合には，利潤の決定変数 qおよび sは，ΠN + ΠI の最大化
を目指す上流企業の長期的，戦略的な観点から決定されることになり，その目
的関数は，














P q s で
あり，その一階の条件は，
∂ΠN∗ (q, s)/∂q = (a − cN) ⋅ ∂q∗/∂q − ∂C(q)/∂q = 0 （９）
 r 0  r 0   0
∂ΠN∗ (q, s)/∂s = (a − cN) ⋅ ∂q∗/∂s − ∂C∼ (s)/∂q = 0 （10）























P q s P q s で表され，その一階の条件は，
∂ΠN∗ (q, s) + ΠI∗(q, s)/∂q = qI∗ ⋅ ∂p∗/∂q + (p∗ − a − c) ⋅ ∂qI∗/∂q + (a − cN) ⋅
 r 0   0  r 0  r 0
∂q∗/∂q − ∂C(q)/∂q = 0 （11）
 r 0   0
∂ΠN∗ (q, s) + ΠI∗(q, s)/∂s = qI∗ ⋅ ∂p∗/∂s + (p∗ − a − c) ⋅ ∂qI∗/∂s + (a − cN) ⋅
  0   0   0  r 0
∂q∗/∂s + − ∂C∼ (s)/∂s = 0 （12）







ビス供給者が，所有アンバンドリングのケース（このときは，(a − cN) ⋅ ∂q∗/∂q
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ると仮定する。消費者余剰は，需要関数D(p, q) から CS∗(q, s) = ∫ ∞p∗D(p, q) dp
となるので，問題の社会厚生は，
W ∗(q, s) = ΠN∗ (q, s) + ΠI∗(q, s) + ΠC∗ (q, s) + mCS∗(q, s) （13）
と表現できる。この式のアステリスク ∗は，第２ステージの均衡戦略を基礎に




∂W ∗(q, s)/∂q = ∂ΠN∗ (q, s)/∂q + ∂ΠI∗(q, s)/∂q + ∂ΠC∗(q, s)/∂q +
  0   0   0
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∂W ∗(q, s)/∂s = ∂ΠN∗ (q, s)/∂s + ∂ΠI∗(q, s)/∂s + ∂ΠC∗ (q, s)/∂s +
  0   0   0



































　例えば，C′ (0) = ∞，C∼ ′ (0) < ∞を仮定すれば，法的アンバンドリング下のネッ
トサービス供給者の最適な品質向上投資はゼロ，サボタージュ水準は厳密に正
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に及ぼす影響に焦点を絞るため，これまであるパラメータ値として仮定してい
たアクセス料金 aを，規制当局の決定変数と見なして分析を進める。逆需要関









ΠI (q, q, a) = (p (q, q) − a)qI = (1 + q − qI − qC − a)qI （16）
また，下流の競争相手Cの利潤は
ΠC (q, q, a) = (p (q, q) − a)qC = (1 + q − qI − qC − a)qC （17）
で与えられる。ここから，即座にナッシュ均衡の生産量，
qI∗(q, a) = (1 + q − a)/3 = qC∗ (q, a) （18）
と価格，
p∗(q, a) = (1 + q + 2a)/3 （19）
が導かれる。このモデル設定において，所有分離されたネットサービス供給者
の目的関数は，maxΠN∗ (q, a) = 2a (1 + q − a)/3 − q2/2で与えられ，この凹関数の
最大化問題を解くと，所有アンバンドリング下のネットサービス供給者の最適
品質向上投資は，q0 (a) = 2a/3（添え字のOは ownership）になる。したがって，
第１ステージの所有アンバンドリング下の社会厚生は，





Max(ΠN∗ (q, a) + ΠI∗ (q, a)) = 2a (1 + q − a)/3 − q2/2 + (1 + q − a)2/9という最大化問
題に直面し，qL(a) = (2 + 4a)/7（添え字のLはLegal）の解を得る。したがって，
第１ステージの社会厚生は，






























 (qL (a), a) 0  0
図２－３　アンバンドリング形態と社会厚生
出典：Nikos Ebel, “The Regulation and liberalization of Network-Based Industries”.
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の変化は，生産可能性集合Y0→ Y1，総消費ベクトル x0→ x1，効用ベクトル u0
→ u1で表現される。ここで，x1∈ S (u0)，すなわち政策以後の総消費ベクトル
を適当に各消費者に分配して u0以上の効用を与えることができれば，この政
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もに p1= 1で基準化），第２財から第N財の生産者価格ベクトルを p，消費者価
格ベクトルを市場価格の歪み（ベクトル t：例えば，物品税）を考慮して，
p + t で表現する。
　この次善の競争的一般均衡の体系を双対性理論を用いて記述しよう。政策以
前の各消費者の効用ベクトルを u0(u01, …, u0H)，消費者価格体系を (1, p + t) とす
ると，各消費者の純支出額は支出関数mh(1, p + t, u0h) で表現でき，この値は，
政府から各消費者への移転額 gh と企業利潤の配当額 qhp (1, p) の和に等しくな










A +∑Hh=1∇p1mh(1, p + t, u0h) = ∇p1p (1, p) + yG1 （24）
および，














は，政策後に生ずる効用ベクトルの変化に対して政府は移転支出ghとh = 1, …, 
H を自由に操作することで，各消費者に元と同一の効用レベル u0h を保証して
やれるものと仮定する。政策が完全な所得補償を確保できない場合もあるが
109



















m p t u
=
+∑ の２次微分









で gh の一部として消費者に還元されると仮定する（mh(1, p, u0h) = gh，利潤が
正になるとは限らないため），（３）完全競争市場は存在しないので，非在とな
る p (1, p) を非ニュメレール財の総生産量ベクトル yを一定としたときに必要














∑ ∇pmh (1, p, u0h) = y （29）
を作成し，（27）式に対応したワルラス法則を満たす式
A + ∑Hh=1mh(1, p + t, u0h) = py + p (1, y) （30）
を用いれば分析が可能となる。ここでは企業生産活動 yは外生的に一定とされ
ているが，ここにある決定式，例えば，
p = −∇yp (1, y) + t （31）
を導入すれば，均衡体系は完成し，（29），（30），（31）は，u0h，h = 1, …, H，






すると dA = tdy が導かれる。また，（29）の全微分式を（31）の全微分に代入
すると，dy = [(∑0pp)−1+ S0yy]−1dt となり，そこから dA = t [(∑0pp)−1+ S0yy]−1dt を得る。
すると，二次近似の補題から，dAの値と最適点 t = 0での評価の平均に負号を
付した値として厚生損失（ 0 1 0 11 [( ) ]
2 pp yy
L t S t− −























































分析で証明されている。例えば，重要な指標となる規模の経済性 economies of 
scale【生産規模を拡大（縮小）させたときに総費用が比例的以下にしか増加





46 早稲田商学第 425 号
くはない。だが，垂直型の所有アンバンドリングとなると，規模の経済性より
範囲の経済性 economies of scope【二つの製品 q1，q2を別々に生産するより単
一企業がまとめて生産する（結合生産）ほうが費用が低くなることを指し，




























































































⑶　需要関数がQ(P) = 1/P のとき，競争市場に n社が参入している場合には，クールノー均衡点
での産業利潤は，単位費用の水準から独立しており，1/n − nK に等しく，企業当たりの利潤は
1/n2− Kに等しい。また，最終財の価格はP = n (c + a)/(n − 1) となる。したがって，配分効率性
価格 P = q + c が成立するためには，アクセス料金は，a = q − (q + c)/n でなければならない。こ
のことは，クールノーのマークアップを相殺するために，補助金（T = F + 1/n）が支給されな
ければならないことを意味している。もし下流市場が不完全競争ならば，P > a + c であり，a < c
が帰結する。ここで，企業数が，外生的ではなく，内生的に決定されるとすると，産業のゼロ利
潤条件（1/n − nK = 0）から，n = 1/k（ただし，k = K）が導かれる。したがって，一括所得移
転（T = F + k）がなされれば，P = q + c が成立し，アクセス料金は，a = q − k (q + c) ということ
になる。ここで，アクセス料金の負のマークアップは1/n となるため，アクセス料金を限界費用
で設定したとき (a = q)，価格は P = q + c + k となる。
⑷　最終財価格P = n (c + a)/(n − 1) にアクセス料金 a = q − k2(q + c) を代入すれば，内生的に企業数
が決定されるときには k = 1/n であることから，p = n (c + q) (1 − 1/n2)/(n − 1) となり，ここから
(1 + k) (q + c) が導かれる。
⑸　政府は企業の q（費用パラメータ）と e（費用削減努力）は観察できないが，c（費用水準）は
観察できると仮定する。この場合，政府は費用水準が qのせいなのか，eのせいなのか識別でき










⑺　逆需要関数に設けられた仮定は，直接，ΠI″ (qI, ⋅ ) = p″ (qI, ⋅ ) qI+ 2p′ (qI, ⋅ ) < 0，また，ΠC″ (qC, ⋅ )
=p″ (qC, ⋅ ) qC+ 2p′ (qC, ⋅ ) < 0という式を与えてくれる。これは，（５），（６）式から容易に導かれる
ところである。
⑻　逆需要関数が，p(q, q) =m + aq − bq のときにも，また p(q, q) =m − bq/(q + a) のときにもこれ
は成り立つが，ここでは前者のケースのみ取り上げる。下流企業 I，Cの利潤最大化の一階の条
117
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件は，（５），（６）式で与えられている。ここから，容易にナッシュ均衡点の生産量
　　　qI∗ = {m + aq + s − (a + c)} /3b
　　　qC∗ = {m + aq − 2s − (a + c)} /3b
　と価格
　　　p∗(q, q) = {m + aq + s + 2 (a + c)} /3
　を導くことができる（∂p (q, q)/∂qI ⋅ qI+ (p (q, q) − c − a) = 0の第１項を微分し，第２項の pを定義
に従い書き替えること）。明らかに，m + aq > 2s + a + c が競争相手が市場参入するのに必要な条
件になっている。また，qが生産量にも，価格にもポジティブな効果をもたらすこと，サボター
ジュが下流既存企業の生産量を増加させ，価格を上昇させることがわかる。しかし，競争相手の
生産量は，総需要と同様，減少することになる。総需要の減少は，(∂qI∗(q, s) + ∂qC∗ (q, s))/∂qから
導き出せる。さらに，消費者余剰も，競争相手の利潤も，品質の向上につれ増加し，サボタージュ
水準が上がると減少することがわかる。上のナッシュ均衡解を使うと，ΠC∗ = (p∗ − c − s − a)qC∗ は，
　　　ΠC∗ (q, q) = (m + aq − 2s − a − c)2/9b
　消費者余剰CS∗ = (m + aq − p∗)2/2bは
　　　CS∗(q, q) = {2 (m + aq − a − c) − s}2/18b
　となり，m + aq > 2s + a + cの仮定の下，消費者余剰も，競争相手の利潤も，qの増加関数であり，
かつ sの減少関数であることがわかる。
⑼　ΠI (q, q, a) と ΠI (q, q, a) の一階の条件（反応関数）から，代入法で簡単にナッシュ均衡の生産
量と価格を求めることができる。また，ΠN (q, s) = (a − cN)q − F − C(q) − C∼ (s)から，F = 0, C∼ (s) = 0，
C(q) = q2/2とし，qにナッシュ均衡の総生産量を代入すれば，本文の ΠN∗ (q, s) の式が求まる。さ
らに，ΠN∗ (q, a) = 2a (1 + q − a)/3 − q2/2を qに関して微分すると q0(a) = 2a/3が得られ，これをW
に代入すると，W ∗(q0(a), a) の式が導かれる。統合型の qL(a), W ∗(qL(a), a) の式も同様の手続きで
導くことができる。
⑽　ゴーマンは，間接効用関数 vh のタームでいえば，価格ベクトル pと所得 Ih に関し，
　　　vh(p, Ih) = ah(p) + b (p) Ih
　がすべての消費者の効用について成り立つならば，また支出関数mh がのタームでいえば，pと
効用 uh に関し，



















人の代表的生産者を考えることができる。すると，生産量ベクトル y ∈ Yが生産可能性集合の中
から選ばれるとき，この経済には y = (y1, …, yN）の財が供給されることになる。だが，これには
生産要素の投入量が含まれている。それゆえ，yの要素はその財が最終財になる場合にはプラス
で，中間財として費消される場合にはマイナスで表現されることになる。経済全体としては，生
産と消費のバランスがとれていなければならず，y = ΣHh=1xh の式が成立していなければならない。
⒀　これを解決するため，シトフスキーは「二重基準」を提示し（カルドア原理とヒックス原理の
両方が満たされるときにのみ，政策は容認される），サミュエルソンは推移律を満たす効用配分
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